
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 5月 10日

上   場   会   社   名       株式会社デンソー 上場取引所 東 大 名

コード番号       6902 本社所在都道府県

    (URL  http://www.denso.co.jp  ) 愛知県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役

               氏　　       名　　　　　　　　　　　　　　阿野 正敏 TEL (0566) 25 - 5519
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 10日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）

(1)経営成績  （記載金額は百万円未満を切捨て表示）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,536,533 3.0 87,886 13.4 99,971 8.5

13年  3月期 1,491,165 7.5 77,504 13.9 92,105 19.7

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 61,672 36.0 68.41 67.36 4.9 5.1 6.5

13年  3月期 45,361 3.6 49.61 48.94 3.8 5.0 6.2
(注)①期中平均株式数 14年  3月期   901,488,773 株　　　13年  3月期   914,275,229 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 18.00 8.50 9.50 15,993 25.9 1.3
13年  3月期 17.00 7.50 9.50 15,537 34.3 1.2
（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　0 円 00 銭 、　特別配当　0 円 00 銭 

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,909,545 1,208,590 63.3 1,396.10

13年  3月期 1,976,127 1,287,004 65.1 1,407.68
(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　865,686,030 株　13年  3月期    　914,275,229 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期        　589,818 株　13年  3月期        　284,278 株

２. 15年  3月期の業績予想（平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 720,000 47,000 95,000 9.00 － －

通　　期 1,460,000 99,000 132,000 － 9.00 18.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   152 円 48 銭 

※ 上記の業績予想には、現時点での入手可能な情報に基づく将来の予測が含まれております。今後の事業運営や為替の

    変動等内外の状況の変化により、実際の業績が記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。

    上記業績予想に関する事項は、添付資料の 7～8 ページを参照して下さい。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本



(単位：百万円）

科   目  当  期  前  期 増  減
（ 平14.3.31現在 ） （ 平13.3.31現在 ）

（資産の部）  

673,672 754,894 △ 81,222

64,408 165,146 △ 100,738

14,235 15,618 △ 1,383

301,947 316,506 △ 14,559

159,150 135,573   23,577

24,682 24,676   6

532 891 △ 359

31,736 31,791 △ 55

168 156   12

23,160 22,292   868

22,849 24,428 △ 1,579

9,289 6,681   2,608

22,443 12,534   9,909

△ 932 △ 1,403    471

  

1,235,873 1,220,485   15,388

434,654 414,271   20,383

104,733 109,486 △ 4,753

21,687 15,865   5,822

135,078 131,052   4,026

2,168 2,153   15

36,315 38,113 △ 1,798

100,306 84,530   15,776

34,364 33,068   1,296

3,323 1,798   1,525

3,323 1,798   1,525

797,895 804,415 △ 6,520

469,273 526,921 △ 57,648

273,974 247,350   26,624

7,698 13,538 △ 5,840

36,798 6,865   29,933

10,223 9,814   409

△ 73 △ 75   2

合   計 1,909,545 1,975,379 △ 65,834

貸  借  対  照  表

建 物

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

製 品

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

構 築 物

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 有 価 証 券

子会社株式・出資金

投 資 等

無 形 固 定 資 産

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

前 払 金

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

固 定 資 産



(単位：百万円）

科   目  当  期  前  期 増  減
（ 平14.3.31現在 ） （ 平13.3.31現在 ）

（負債の部）  

456,644 417,223   39,421

6,014 5,311   703

230,177 226,739   3,438

29,317  -            29,317

21,677 16,788   4,889

53,555 56,393 △ 2,838

16,327 20,244 △ 3,917

10 78 △ 68

63,471 56,323   7,148

31,799 31,022   777

4,283  4,284 △ 1

11 37 △ 26

244,310 271,900 △ 27,590

100,000 100,000   -          

-           29,318 △ 29,318

142,441 141,320   1,121

1,868  1,261   607

負  債  計 700,954 689,123   11,831

(資本の部）   

173,098  173,097   1

294,918 294,917   1

251,643 251,643   0

43,274 43,274   -          

625,538 665,491 △ 39,953

532 464   68

316 316   -          

566,390 566,390 -          

58,299 98,319 △ 40,020

(うち当期純利益) （ 61,672 ） （ 45,361 ） （ 16,311 )

その他有価証券評価差額金 116,280 153,497 △ 37,217

△ 1,245 △ 747 △ 498

資  本  計 1,208,590 1,286,256 △ 77,666

合   計 1,909,545 1,975,379 △ 65,834

預 り 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

固 定 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

資 本 準 備 金

資 本 金

法 定 準 備 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

社 債

転 換 社 債

1年以内償還転換社債

自 己 株 式

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利 益 準 備 金

特 別 償 却 準 備 金

固定資産圧縮積立金

剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債



（単位：百万円）

当     期 前     期 増   減

科      目 ( 平13.4.1～ ( 平12.4.1～

 
平14.3.31 ) 平13.3.31 )

（ 経 常 損 益 の 部 ）  

1,536,533 1,491,165  45,368

1,536,533 1,491,165  45,368

1,448,646 1,413,660  34,986

1,344,777 1,310,937  33,840

103,869 102,723  1,146

87,886 77,504  10,382

  

26,127 24,650  1,477

12,797 13,536 △ 739

13,329 11,114  2,215

14,042 10,049  3,993

2,363 2,257  106

11,678 7,791  3,887

99,971 92,105  7,866

（ 特 別 損 益 の 部 ）

503 70,945 △ 70,442

503 330  173

-         70,615 △ 70,615

-         90,860 △ 90,860

-         90,860 △ 90,860

100,475 72,190  28,285

41,036 42,731 △ 1,695

△ 2,233 △ 15,902  13,669

61,672 45,361  16,311

89,318 59,812  29,506

84,923 -          84,923

7,769 6,854  915

58,299 98,319 △ 40,020

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

当 期 未 処 分 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

利益による自己株式消却額

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入

退 職 給 付 信 託 設 定 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

会計基準変更時差異償却額

営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 外 収 益

特 別 利 益

売 上 原 価

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高

損　益　計　算　書



(単位：百万円)

当 期 未 処 分 利 益 58,299 98,319

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 37 －

合       計 58,336 98,319

これを下記の通り処分いたします。

株 主 配 当 金 8,224 8,682

取 締 役 賞 与 金 265 232

監 査 役 賞 与 金 18 17

特 別 償 却 準 備 金 － 67

次 期 繰 越 利 益 49,829 89,318

(注) 平成13年11月26日に 1株につき 8円50銭、総額 7,769百万円の中間配当を実施しました。
  

1株につき9円50銭 1株につき9円50銭

利  益  処  分  案

当    期 前    期摘    要



重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法 

２．デリバティブは時価法により評価しています。 

３．製品・仕掛品・貯蔵品は総平均法による原価法、原材料は総平均法による低価法によ

り評価しています。 

４．固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法を採用

しています。 

５．引当金の計上方法 

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支出に備えるために、会社が算定した当期に負担す

べき支給見込額を計上しています。 

製品保証引当金 製品のアフターサービスの費用に備えるために、過去の実績を基

礎にして当期に対応する発生見込額を計上しています。 

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるために、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１０年）による定額法により費用処理しています。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌期から費用処理しています。 

６．ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引 繰延ヘッジ処理 

外貨建金銭債権債務等に付した為替予約 振当処理 

通貨オプション取引 当期末に時価評価を行い、その評価差額

は当期の営業外損益として計上 

７．リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理をし

ています。 

８．消費税等の会計処理は税抜方式によっています。 

 

 

 

 

 

 



追 加 情 報 

 

１．固定資産の耐用年数の変更 

電子計算機について、平成１３年度の法人税法の改正による法定耐用年数の短縮を機

に経済的使用可能予測期間を見直しました結果、当期から従来の耐用年数の短縮を行

っています。この変更による影響額は軽微であります。 

 

２．自己株式の表示区分の変更 

前期において、資産の部に計上していました自己株式（流動資産 0百万円、投資等 747

百万円）は、財務諸表等規則の改正により、当期末においては資本に対する控除項目

として資本の部の末尾に表示しています。なお、前期につきましても、比較の便を考

慮して、改正後の規則を適用した場合の数値を記載しています。 

 

 

後 発 事 象 

 

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 14

年 4月 1日付で厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。 

 なお、当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第 13 号）第４７－２項に定める経過措置を適用し、当該認可の日に

おいて代行部分に係る退職給付債務の消滅を認識しました。 

これにより、翌期の損益に特別利益として 112,172百万円計上される見込みです。 



1.貸借対照表関係

（１）有形固定資産の減価償却累計額

百万円 百万円   36,109 百万円

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　取得価額相当額 8,856 百万円 7,896 百万円   960 百万円

②　減価償却累計額相当額 5,825 百万円 4,506 百万円   1,319 百万円

③　期末残高相当額 3,030 百万円 3,899 百万円 △ 869 百万円

（未経過リース料期末残高相当額）

（うち1年以内） ( 1,450 百万円 ) ( 1,525 百万円 ) (△ 75 百万円 )

④　支払リース料 1,862 百万円 1,737 百万円   125 百万円

（減価償却費相当額）

⑤　減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっています。

（３）オペレーティング・リース取引

未経過リース料 0 百万円 1 百万円 △ 1 百万円

（うち1年以内） ( 0 百万円 ) ( 0 百万円 ) (  0 百万円 )

（４）保証債務 25,583 百万円 17,124 百万円   8,458 百万円

（５）期末発行済株式総数 株 株

（うち自己株式） 589,818 株 284,278 株 株

増加の内訳

転換社債の株式転換 619 株 - 株   619 株

転換総額 1 百万円 - 百万円   1 百万円

資本組入額 0 百万円 - 百万円   0 百万円

減少の内訳

株 - 株 株

子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 4,469 1,308

時価 3,827 1,575

差額 642 266

利益による
自己株式消却

305,540

当　　期 前　　期

48,000,000

有　価　証　券

△

48,000,000

47,999,381株    △

注　記　事　項

914,275,229866,275,848

当　　期 前　　期 増　　減

1,154,045 1,117,936



役 員 の 異 動 

 

新任取締役候補 
 
太
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  実
みのる

 
 
（現 エ ン ジ ン 機 器 事 業 部 長  ）
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（現 ト ヨ タ 部 長 ）
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ろう

 
 
（現 ボ デ ー 機 器 事 業 部 長 ）

 
 
杉
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ひかる

 
 
（現 冷 暖 房 開 発 １ 部 長 ）
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（現 
ﾃ ﾞ ﾝ ｿｰ ･ﾏﾆｭﾌ ｧ ｸﾁｭｱ ﾘﾝ ｸ ﾞ ･ 

ﾃ ﾈ ｼ ｰ ㈱ 副 社 長 
）

 
      

   

退任予定取締役 
 
古
ふる

 屋
や

 嘉
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 彦
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（現 専務取締役（代表取締役） ）

 
 
藤
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 原
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しげ

 
 
（現 専務取締役（代表取締役） ）
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（現 常 務 取 締 役 ）
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（現 取  締  役 ）

 
 
森
もり

 本
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（現 取  締  役 ）

 
      

   

昇格予定取締役 
      

   

 取 締 役 副 社 長 
（代表取締役） 
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卓 
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生 
 
（現 専務取締役（代表取締役） ）

 取 締 役 副 社 長 
（代表取締役） 
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もり

森  
のり

徳  
お

郎 
 
（現 専務取締役（代表取締役） ）

 専 務 取 締 役 
（代表取締役） 

 
内
うち

 山
やま

 浩
ひろ

 志
し

 
 
（現 常 務 取 締 役 ）

 専 務 取 締 役 
（代表取締役） 

 
松
まつ

 本
もと

 和
かず

 男
お

 
 
（現 常 務 取 締 役 ）

 専 務 取 締 役 
（代表取締役） 

 
前
まえ

 川
かわ

  勲
いさお

 
 
（現 常 務 取 締 役 ）

 専 務 取 締 役 
（代表取締役） 

 
深
ふか

 谷
や

 紘
こう

 一
いち

 
 
（現 常 務 取 締 役 ）

 
常 務 取 締 役 

 
渡
わた

 辺
なべ

  敏
さとし

 
 
（現 取  締  役 ）

 
常 務 取 締 役 

 
原
はら

 田
だ

  晋
すすむ

 
 
（現 取  締  役 ）
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